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静岡県生活交通確保対策協議会

令和５年度地域公共交通確保維持改善事業
（地域間幹線系統）評価概要

令和６年２月１５日
第三者評価委員会資料



1地域間幹線系統確保維持計画記載の系統数

運行事業者 系統数 交通圏

山梨交通 １ 富士

秋葉バスサービス ４ 磐田・掛川、浜松

遠州鉄道 １９ 浜松、磐田・掛川

しずてつジャストライン １１ 静岡、島田・藤枝

富士急モビリティ ４ 沼津・伊豆・御殿場

富士急バス ２ 沼津・伊豆・御殿場

富士急静岡バス ４ 富士

富士急シティバス ６ 沼津・伊豆・御殿場、富士

伊豆箱根バス ４ 沼津・伊豆・御殿場

東海バス ６ 沼津・伊豆・御殿場、下田

水窪タクシー １ 浜松

計 ６２
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2地域間幹線系統の位置（概略）

地域間幹線系統

鉄道

注：本図は鉄道網と主な地域間幹線系統を概略的に示す

ものであり、実際の位置・経路とは必ずしも一致しない。
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3静岡県内の交通圏
交通圏名 系統数

①浜松 １９

②磐田・掛川 １５

③島田・藤枝 ６

④静岡 １

⑤富士 ７

⑥沼津・伊豆・御殿場 １８

⑦熱海 ０

⑧下田 ５

※赤太字：今回の第三者評価委員会で説明する交通圏

※複数の交通圏に跨がる系統は、重複記載
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4島田・藤枝交通圏（全体）
島田市 焼津市 藤枝市 牧之原市 吉田町 川根本町

人口
（人） 96,130 136,623 141,857 43,284 29,217 6,030

面積
（km2） 315.70 70.30 194.06 111.69 20.73 496.88

高校数
（校） 5 4 6 2 0 1

病院数
（所） 1 5 5 1 1 0

高齢化率
（％） 31.9 30.1 30.9 32.9 26.2 51.3

牧之原市

吉田町

焼津市

藤枝市島田市

川根本町

東名高速道路

ＪＲ東海(本線)
ＪＲ東海(新幹線)

大井川鐵道・本線
（金谷駅～千頭駅）
全19駅

大井川鐵道・井川線
（千頭駅～井川駅）
全14駅

新東名高速道路

空港

千頭駅

吉田IC

幹線：６系統

人口、高齢化率：静岡県「高齢者福祉行政の基礎調査」（令和５年４月１日現在）
面積：国土地理院「全国都道府県市区町村別面積調」（令和５年10月１日現在）
高校数：静岡県「令和５年度静岡県学校基本統計」（令和５年５月１日現在）
病院数：厚生労働省「医療施設調査」（令和４年10月１日現在）

R4.9の台風15
号の被害により、
地名～千頭駅
は不通

通勤・通学では、藤枝市・焼津市から
静岡市への流動が主
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5富士交通圏（全体）
富士宮市 富士市

人口（人） 128,706 248,368

面積（km2) 389.08 244.95

高校数（校） 5 6

病院数（所） 5 12

高齢化率（％） 30.4 28.7

富士市

富士宮市

岳南鉄道
（吉原駅～岳南江尾駅）

全10駅

ＪＲ東海(本線)

ＪＲ東海(新幹線)

ＪＲ東海（身延線）
富士駅～稲子

新富士駅

幹線：７系統

✔通勤・通院では富士宮市から富士市へ流動
✔通学では富士宮市、富士市間での流動、富士市から静岡市
へ流動
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6沼津・伊豆・御殿場交通圏（全体）
沼津市 三島市 御殿場市 裾野市 伊豆市 伊豆の国市 函南町 清水町 長泉町 小山町

人口
（人）

188,613 106,740 84,525 49,410 28,597 47,046 36,882 31,748 43,268 17,359

面積
（km2）

186.82 62.02 194.90 138.12 363.97 94.62 65.16 8.81 26.63 135.74

高校数
（校） 11 4 3 2 2 2 1 1 1 1

病院数
（所） 10 6 7 2 5 6 ３ 2 2 3

高齢化率
（％） 32.3 30.3 26.3 28.3 42.3 33.8 32.5 26.5 22.6 31.7

三島駅

沼津駅

小山町

伊豆箱根鉄道
（駿豆線）

三島駅～修善寺駅
（全13駅）

ＪＲ東海(本線)

ＪＲ東海(新幹線)

ＪＲ東海(御殿場線)
沼津駅～駿河小山

駿河小山駅

修善寺駅

御殿場市

裾野市

三島市

沼津市

函南町

伊豆の国市

伊豆市

清水町

幹線：18系統

長泉町

小山町から御殿場市、函南町から三島市、伊豆市から伊豆の国市への流動が主
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7熱海交通圏（全体）
熱海市 伊東市

人口
（人） 34,301 65,927

面積
（km2） 61.77 124.02

高校数
（校） 1 １

病院数
（所） 5 3

高齢化率
（％） 47.2 41.7

ＪＲ東海(本線)
ＪＲ東海(新幹線)

JR東日本（伊東線）
（熱海駅～伊東駅）全６駅

伊豆急行線
（伊東駅～伊豆急下田駅）全16駅

熱海駅

伊東駅

幹線：０系統

通学では熱海市から三島市、沼津市への流動が主
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8島田・藤枝交通圏、富士交通圏の地域間幹線系統

8

事業者 系統名 起終点 関係市町

しずてつｼﾞｬ
ｽﾄﾗｲﾝ

五十海大住線 清里－焼津市立病院 焼津市・藤枝市

焼津岡部線 焼津駅前－岡部営業所 焼津市・藤枝市

藤枝吉永線 藤枝市立総合病院－飯渕 焼津市・藤枝市

島田静波線 島田駅前－静波海岸入口 島田市・吉田町・牧之原市

島田静波線 島田市立総合医療センター－静波海岸入口 島田市・吉田町・牧之原市

藤枝相良線 藤枝駅南口－相良営業所 藤枝市・焼津市・吉田町・牧之原市

事業者 系統名 起終点 関係市町

山梨交通
富士宮駅・イオン・
星山台・蒲原病院

線
富士宮駅－蒲原病院 富士宮市・富士市

富士急バス 新富士線 富士山駅ー新富士駅 富士宮市・富士市

富士急静岡
バス

曽比奈線 西富士宮駅－曽比奈 富士宮市・富士市

大渕線 富士駅－富士宮駅 富士宮市・富士市

大月線 吉原中央駅－富士宮駅 富士宮市・富士市

大月線 新富士駅－富士山世界遺産センター 富士宮市・富士市

富士急シ
ティバス

原線 沼津駅－東田子浦駅 沼津市・富士市

島
田
・
藤
枝
交
通
圏

富
士
交
通
圏

６
系統

７
系統



9沼津・伊豆・御殿場交通圏の地域間幹線系統

9

事業者 系統名 起終点 関係市町

富士急モビ
リティ

御殿場線 御殿場駅－三島駅 御殿場市・裾野市・三島市

駿河小山線 御殿場駅－駿河小山駅 御殿場市・小山町

十里木線 御殿場駅－十里木 御殿場市・裾野市

河口湖線 河口湖駅ー御殿場駅 御殿場市・小山町

富士急バス 河口湖線 河口湖駅ー御殿場駅 御殿場市・小山町

富士急シ
ティバス

駿河平線 三島駅－駿河平 三島市・長泉町

須山線 三島駅－須山 三島市・裾野市

原線 沼津駅－東田子浦駅 沼津市・富士市

桜堤線 三島駅－裾野駅 三島市・裾野市・長泉町

がんセンター線 沼津駅－がんセンター 沼津市・長泉町

がんセンター線 三島駅－がんセンター 三島市・長泉町

伊豆箱根
バス

大場函南線 大場駅－函南駅 伊豆の国市・函南町

沼津大岡三島線 沼津駅－三島駅 沼津市・三島市・長泉町

長岡伊豆三津シーパラダイス線 長岡駅－伊豆三津シーパラダイス 伊豆の国市・沼津市

沼津静浦長岡線 沼津駅－長岡駅 伊豆の国市・沼津市

東海バス

天城峠線 修善寺駅－河津駅 伊豆市・河津町

戸田線 修善寺駅－戸田 伊豆市・沼津市

西海岸線 修善寺駅－松崎 伊豆市・西伊豆町・松崎町

沼
津
・
伊
豆
・
御
殿
場
交
通
圏

※熱海交通圏は対象系統なし。

18
系統



評価概要・県内の取組

●計画の位置づけ

●協議会の活用状況

●一次評価結果

●事業者・県・市町の取組
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11地域間幹線系統確保維持計画の位置づけ

地域住民の意見を聞きながら、広域的・幹線的バス、市町自主運行バス等の運行
を支援し、地域住民の移動手段である公共交通の維持・確保を図ります。

静岡県新ビジョン（静岡県総合計画）

県地域公共交通計画 ～"ふじのくに”地域公共交通計画～

11

R6.3
策定

※地域公共交通計画と補助制度の連動化により、補助系統を計画内に明記し、地域間幹線系統確保維持計画を
別冊として位置づけ

広域的な移動を支える系統

・地域間幹線系統確保維持費

補助金（国）

・バス運行対策費補助金（県）

域内の移動を支える系統

・地域内フィーダー系統確保維持費

補助金（国）

・自主運行バス補助金（県）

地域間幹線系統確保維持計画 静岡県生活交通確保計画



12協議会の活用状況
開催日等 協議会等 概要 備考

R3.9 事業者→県協議会に対し、単独継続困難による支
援の申し出

路線維持・支援必要
性の検討

R3.11 県協議会地区幹事会
事業者→県、市町等に対し、申し出路線の現況報
告、意見聴取

R3.11 県→各市町に対し、申し出に対する検討を要請

R3.12～
R4.1 市町地域公共交通会議等 申し出に対する検討

R4.2 県協議会 申し出に対する検討、補助対象路線の特定

R4.5 生産性向上に関するWG 地域間幹線系統に対する生産性向上の取組につい
て意見交換（書面）

具体的計画の決定
R4.6 県協議会幹事会 地域間幹線系統確保維持計画の策定、協議

適時 県協議会幹事会 地域間幹線系統確保維持計画変更に関する協議

R5.12～
R6.1 市町地域公共交通会議等 地域間幹線系統確保維持計画に対する事業評価 事業評価
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13一次評価について(静岡県地域間幹線系統確保維持改善事業評価基準）

項 目 評価する内容 評 価
①運行回数 計画値に対する実績値 計画数以上：３点

計画数未満：０点

②収支率 実績値 30％未満：０点（５％毎に３点加算）
55％以上：18点（満点）

③乗車人員 計画値に対する実績値 ５％超：６点、 △５％以上５％未満：３点
△５％超：０点

④ネットワーク構成 鉄道等への乗換可能拠点数 鉄道駅及びバスターミナルでの結節：１箇所２点
その他のバス停での結節：１箇所１点

⑤広域移動状況 市町を跨いで移動する人の割合 ５％未満：０点（５％毎に５点加算）
20％以上：20点（満点）

⑥キロ当たり経費 国が示す標準単価との比較 単価以上：０点（△５％毎に５点加算）
△15％超：12点

合 計

Ａ評価：52～79点
→地域間幹線系統として優れた役割を果たしている
Ｂ評価：26～51点
→地域間幹線系統として適した運行となっている
Ｃ：0～25点
→地域間幹線系統として改善に努力を要する
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14一次評価結果

14
※カッコ内は昨年度の一次評価結果

Ａ評価 Ｂ評価 Ｃ評価 系統数
山梨交通 ０ １(1) ０ １(1)

秋葉バスサービス ４(4) ０ ０ ４(4)

遠州鉄道 １１(8) ８(12) ０(2) １９(22)

しずてつジャストライン １(3) １０(8) ０ １１(11)

富士急モビリティ ３(2) １(2) ０ ４(4)

富士急バス ２(1) ０(1) ０ ２(2)

富士急静岡バス ４(4) ０ ０ ４(4)

富士急シティバス ３(3) ３(4) ０ ６(7)

伊豆箱根バス ３(2) １(1) ０ ４(3)

東海バス ６(2) ０(4) ０ ６(6)

水窪タクシー ０ １(1) ０ １(1)

合 計 ３７（30） ２５（33） ０（2） ６２（65)
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＜各項目の評価結果傾向＞
○輸送人員は回復してきており、ほとんどの系統で昨年度を上回った。特にインバ
ウンド利用が多い系統で増加が顕著。

○人流が戻ってきたことで、広域移動状況は昨年度と同等又はやや増加傾向にある
が、広域移動に至らず広域利用率が減少している系統があった。

○概ね運行回数は維持しているが、令和６年４月からの労働基準の厳格化に備え、
運行回数やダイヤの見直しを迫られる系統が多数発生する見込み。

＜考察＞
◎評価結果は昨年度に比べ向上している。

◎輸送人員が回復し輸送量も増加傾向。

◎燃料価格や物価高騰・運転士不足による
人件費の高騰で、費用が増加し事業者の
経営を圧迫。

◎令和５年度以降、減便や運賃改定が相次ぐ。

⇒引き続き利用促進策に取り組むとともに、地域に必要な公共交通サービスを維持
するため運転士不足に対応した支援が必要。

一次評価結果に対する考察

15

内容 R４ R５
A評価の系統数 30 37
輸送量（平均値） 44.6 51.3

20人未満の系統数 15 ８

15人未満の系統数 ６ １

※輸送量はR6年度の評価から新たに評価基準に加える予定



16事業者・県・市町の取組

取組事例
利用
促進

費用
削減

人材
確保

バスロケーションシステムの導入、サイネージの設置 ○

回数券や定期券の割引販売への支援 ○

バスの乗り方教室の実施 ○

公共交通利用券の配布 ○

観光と連携した取組実施
（富士山西麓周遊チケット配布、バスを利用した地域再発見ツアー）

○

バス事業者３社による共通学生フリーパスへの補助 ○

SNSを活用したバス利用の促進 ○

運行回数の見直し、適正化 ○

車両搭載燃料抑制による燃料使用量削減 ○

EV車両の導入 ○

市町と連携した運転手募集（職業案内の機会、場所の提供） ○

燃料高騰、物価高騰に対する支援（車両維持等） － － －

16



（別添１）

令和6年2月3日

R5
実績

平均乗
車密度

運行
回数

a*b a b

山梨交通 1
富士宮駅・イオン・

星山台
・蒲原病院線

富士宮駅 イオン・星山台 蒲原病院 A
ＪＲ富士川駅、ＪＲ富士宮駅、蒲原病院及びイオ
ンモール富士宮への利用者が多く、通勤、通学、
通院、買物等の手段として利用

計画通り事業は
適切に実施され
た。

B 18.5 20.6 2.0 10.3 31.0 30.1 25.7 23.8

輸送量は目標（計画）達
成。収支率は昨年度から
やや悪化。広域利用も減
少。

R5.10.1運賃改定を実施。
H28.12から全国共通ICカード
「PASMO」を導入したことに伴い金額
式定期券等を新設。イベントへの出展
等、沿線市と連携し広報等を行うなど
更なる利用促進策に取り組む。

2 秋葉線 袋井駅前
三倉、天竜高校
春野校舎

気多 ○ A

ＪＲ袋井駅から森町を経由して浜松市天竜区春
野までを結ぶ唯一の系統。沿線には高校、中学
校、幼稚園が多数あり、主に通学手段とされてい
るほか、袋井市民病院への通院や袋井駅への移
動手段として利用

計画通り事業は
適切に実施され
た。

A 11.2 19.8 3.0 6.6 26.7 36.4 25.5 37.4
輸送量は目標（計画）達
成。収支率は昨年度から
向上。広域利用も増加。

R5.7.24運賃改定を実施。
引き続き沿線市町と協力して、利用促
進策に取り組む。

3 秋葉中遠線 袋井駅前 袋井市民病院 遠州森町 ○ A
ＪＲ袋井駅から森町中心部を結ぶ主要系統。沿
線学校への通学、袋井市民病院への通院、イオ
ン袋井店への買物等の手段として利用

計画通り事業は
適切に実施され
た。

A 47.5 56.7 3.1 18.3 50.2 54.1 17.9 21.1
輸送量は目標（計画）達
成。収支率は昨年度から
向上。広域利用も増加。

R5.7.24運賃改定を実施。
Ｈ28.10から重複区間の一部廃止する
とともに、利用の見込まれるイオン袋
井店（大型商業施設）への乗入れを行
う路線再編を実施した。引き続き沿線
市町と協力して、利用促進策に取り組
む。

4 秋葉中遠線 大東支所 横須賀車庫 袋井駅南口 ○ A

掛川市南部からＪＲ袋井駅を結ぶ系統で、沿線の
高校や小学校への通学での利用が主。また、掛
川市南部及び袋井市南部からＪＲ袋井駅への主
系統であるため、ＪＲ東海道線を利用する通勤手
段としても利用

計画通り事業は
適切に実施され
た。

A 20.4 22.1 2.6 8.5 50.5 44.5 42.4 44.0

輸送量は目標（計画）達
成。収支率は昨年度から
悪化。広域利用はやや
増加。

R5.7.24運賃改定を実施。
引き続き沿線市と協力して、利用促進
策に取り組む。

5 秋葉中遠線 横須賀車庫 新岡崎 袋井駅南口 ○ A

掛川市南部からＪＲ袋井駅を結ぶ系統で、沿線の
高校や小学校への通学での利用が主。また、掛
川市南部及び袋井市南部からＪＲ袋井駅への主
系統であるため、ＪＲ東海道線を利用する通勤手
段としても利用

計画通り事業は
適切に実施され
た。

A 47.0 54.8 2.8 19.6 51.3 53.7 52.3 52.5

輸送量は目標（計画）達
成。収支率は昨年度から
向上。広域利用は横ば
い。

R5.7.24運賃改定を実施。
引き続き沿線市と協力して、利用促進
策に取り組む。

6 浜北医大三方原聖隷線 三方原聖隷 染地台三丁目 浜北駅 ○ A

浜北区役所から聖隷三方原病院まで東西に走る
系統。経由地として遠州鉄道小松駅、浜松医科
大学、浜松工業高校等があり、通勤・通学、通院
手段として利用

計画通り事業は
適切に実施され
た。

A 19.1 25.0 3.8 6.6 36.7 41.7 47.6 47.7

輸送量は目標（計画）達
成。収支率は昨年度から
向上。広域利用は横ば
い。

R5.7.24運賃改定を実施。
引き続き沿線市と協力して、利用促進
策に取り組む。

8 磐田市立病院福田線 磐田市立病院 磐田駅 豊浜郵便局 ○ A
旧福田町から磐田駅を経由して磐田市立病院へ
と至る系統。通勤・通学・通院手段として利用

計画通り事業は
適切に実施され
た。

A 20.3 27.2 4.7 5.8 47.7 57.0 35.9 29.5
輸送量は目標（計画）達
成。収支率は昨年度から
向上。広域利用は減少。

R5.7.24運賃改定を実施。
引き続き沿線市と協力して、利用促進
策に取り組む。

9 中ノ町磐田線 浜松駅 中ノ町 磐田営業所 ○ A
浜松駅から旧豊田町、磐田駅を経由し、磐田市
東部に至る系統。通勤・通学手段として利用

計画通り事業は
適切に実施され
た。

B 72.9 85.5 6.2 13.8 70.3 67.8 12.0 11.9

輸送量は目標（計画）達
成。収支率は昨年度から
悪化。広域利用は横ば
い。

R5.7.24運賃改定を実施。
引き続き沿線市と協力して、利用促進
策に取り組む。

10 秋葉線 春野車庫 西鹿島駅 厚生会 ○ A

旧春野町から旧天竜市中心部、遠州鉄道西鹿島
駅を経由して病院及び高齢者・障害者福祉施設
を結ぶ系統。通勤・通学・天竜病院等への通院手
段として利用

計画通り事業は
適切に実施され
た。

B 19.1 21.7 3.3 6.6 29.1 34.0 19.3 28.0
輸送量は目標（計画）達
成。収支率は昨年度から
向上。広域利用は増加。

R5.7.24運賃改定を実施。
引き続き沿線市と協力して、利用促進
策に取り組む。

＜地域公共交通計画の
策定＞

○令和６年３月策定に策
定予定の県全域を範囲と
した計画において、地域
間幹線系統の事業評価
に関する指標（県独自の
評価基準におけるA評価
の割合）を設定。

＜広域的な視点での協
議の徹底＞

○地域間幹線系統に関
する情報提供の依頼

○県独自の評価基準に
よる評価結果の活用
　・県独自の評価基準に
よる評価結果を各市町の
地域公共交通会議にお
いて報告するとともに、各
事業者、市町の取組につ
いて協議。

○県独自の評価基準の
見直しを実施予定（R６
運行分から適用）

秋葉バス
サービス

遠州鉄道

評
価

分析
R5
計画

R4
実績

R5
実績

R4
実績

R5
実績

輸送量 収支率 広域利用率③前回（又は類似事業）の
事業評価結果の反映状況

⑥事業の今後の改善点
（特記事項を含む）

事業者名 No 系統名 起点 経過地 終点
減価償却
補助

主な利用（維持）目的 実施状況

地域公共交通確保維持改善事業・事業評価（生活交通確保維持改善計画に基づく事業）

協議会名：静岡県生活交通確保対策協議会

評価対象事業名：地域間幹線系統確保維持費国庫補助金

①補助対象事業者等 ②事業概要 ④事業実施の適切性 ⑤目標・効果達成状況
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令和6年2月3日

R5
実績

平均乗
車密度

運行
回数

a*b a b

評
価

分析
R5
計画

R4
実績

R5
実績

R4
実績

R5
実績

輸送量 収支率 広域利用率③前回（又は類似事業）の
事業評価結果の反映状況

⑥事業の今後の改善点
（特記事項を含む）

事業者名 No 系統名 起点 経過地 終点
減価償却
補助

主な利用（維持）目的 実施状況

地域公共交通確保維持改善事業・事業評価（生活交通確保維持改善計画に基づく事業）

協議会名：静岡県生活交通確保対策協議会

評価対象事業名：地域間幹線系統確保維持費国庫補助金

①補助対象事業者等 ②事業概要 ④事業実施の適切性 ⑤目標・効果達成状況

11 磐田天竜線 山東 新開 磐田駅 ○ B
旧天竜市中心部と磐田市中心部を結ぶ通勤・通
学手段として利用

概ね計画通り事
業は実施され
た。

A 28.3 28.4 5.8 4.9 51.2 63.7 78.0 73.4
輸送量は目標（計画）達
成。収支率は昨年度から
向上。広域利用は減少。

R5.7.24運賃改定を実施。
引き続き沿線市と協力して、利用促進
策に取り組む。

12 磐田天竜線 山東 ららぽーと磐田 磐田駅 ○ A
旧天竜市中心部と大型商業施設を経由して磐田
市中心部を結ぶ通勤・通学・買い物等の手段とし
て利用

計画通り事業は
適切に実施され
た。

B 54.3 61.4 4.3 14.3 47.3 47.3 34.7 34.6
輸送量は目標（計画）達
成。収支率は昨年度と同
じ。広域利用は横ばい。

R5.7.24運賃改定を実施。
引き続き沿線市と協力して、利用促進
策に取り組む。

13 掛塚さなる台線 浜松駅 掛塚 豊浜郵便局 ○ A
旧福田町から旧竜洋町を経由し、浜松駅に至る
系統で通勤・通学手段として利用

計画通り事業は
適切に実施され
た。

A 15.9 19.6 4.8 4.1 55.6 57.2 34.4 34.7

輸送量は目標（計画）達
成。収支率は昨年度から
向上。広域利用はやや
増加。

R5.7.24運賃改定を実施。
引き続き沿線市と協力して、利用促進
策に取り組む。

14 内野台線 浜松駅 上島北 内野台車庫 ○ A
旧浜北市及び浜松市北部の団地から浜松市中
心部への通勤、通学手段として利用

計画通り事業は
適切に実施され
た。

A 42.0 46.2 5.5 8.4 71.8 67.8 47.6 42.5
輸送量は目標（計画）達
成。収支率は昨年度から
悪化。広域利用も減少。

R5.7.24運賃改定を実施。
引き続き沿線市と協力して、利用促進
策に取り組む。

15 内野台線 浜松駅 内野台車庫 サンストリート浜北 ○ A

旧浜北市の大型商業施設から旧浜北市及び浜
松市北部の団地を経由して浜松市中心部に至る
路線。沿線住民の日中の買い物等の手段として
利用

概ね計画通り事
業は実施され
た。

A 29.2 49.0 5.7 8.6 53.3 68.6 40.8 45.6
輸送量は目標（計画）達
成。収支率は昨年度から
向上。広域利用は増加。

R5.7.24運賃改定を実施。
引き続き沿線市と協力して、利用促進
策に取り組む。

16 磐田市立病院福田線 磐田駅南口 福田車庫 豊浜郵便局 ○ B
旧福田町とＪＲ磐田駅を結ぶ地域住民の通勤・通
学及び日中の買い物等の手段として利用

概ね計画通り事
業は実施され
た。

B 20.1 21.7 3.2 6.8 38.7 47.2 61.8 61.8

輸送量は目標（計画）達
成。収支率は昨年度から
向上。広域利用は横ば
い。

R5.7.24運賃改定を実施。
引き続き沿線市と協力して、利用促進
策に取り組む。

17 引佐線 浜松駅 浜松湖北高校 気賀駅前 A
旧細江町から旧引佐町を経由し浜松駅に至る系
統。通勤・通学・通院等の手段として利用

計画通り事業は
実施された。

A 41.2 71.2 7.5 9.5 67.1 83.7 30.1 31.7
輸送量は目標（計画）達
成。収支率は昨年度から
向上。広域利用も増加。

R5.7.24運賃改定を実施。
引き続き沿線市と協力して、利用促進
策に取り組む。

18 萩丘都田線 浜松駅 上島西 染地台三丁目 A
旧浜北市の新興住宅地から浜松駅に至る系統で
あり、通勤・通学や市役所への移動手段として利
用

計画通り事業は
適切に実施され
た。

A 24.5 29.5 5.9 5.0 74.5 78.0 16.7 19.9
輸送量は目標（計画）達
成。収支率は昨年度から
向上。広域利用は増加。

R5.7.24運賃改定を実施。
引き続き沿線市と協力して、利用促進
策に取り組む。

19 大塚ひとみヶ丘線 浜松駅
湖東高校
・

ひとみが丘東
山崎 ○ A

旧雄踏町から浜松駅に至る系統であり通勤・通
学や通勤手段として利用

計画通り事業は
適切に実施され
た。

B 60.7 85.5 6.2 13.8 61.5 77.3 2.1 2.3

輸送量は目標（計画）達
成。収支率は昨年度から
向上。広域利用はやや
増加。

R5.7.24運賃改定を実施。
引き続き沿線市と協力して、利用促進
策に取り組む。

遠州鉄道 同上
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輸送量 収支率 広域利用率③前回（又は類似事業）の
事業評価結果の反映状況

⑥事業の今後の改善点
（特記事項を含む）

事業者名 No 系統名 起点 経過地 終点
減価償却
補助

主な利用（維持）目的 実施状況

地域公共交通確保維持改善事業・事業評価（生活交通確保維持改善計画に基づく事業）

協議会名：静岡県生活交通確保対策協議会

評価対象事業名：地域間幹線系統確保維持費国庫補助金

①補助対象事業者等 ②事業概要 ④事業実施の適切性 ⑤目標・効果達成状況

20 気賀三ケ日線 浜松駅 気賀四ﾂ角 三ケ日車庫 A
旧三ヶ日町と浜松駅に至る系統であり、通勤や通
学、通院手段として利用

計画通り事業は
適切に実施され
た。

A 44.7 61.0 7.1 8.6 69.4 65.6 30.9 29.1
輸送量は目標（計画）達
成。収支率は昨年度から
悪化。広域利用も減少。

R5.7.24運賃改定を実施。
引き続き沿線市と協力して、利用促進
策に取り組む。

21 奥山線 浜松駅 追分 奥山 A
旧引佐町奥山地区から浜松駅に至る系統であ
り、沿線の総合病院への通院や高校への通学手
段として利用

計画通り事業は
適切に実施され
た。

A 56.8 92.1 6.4 14.4 65.0 66.3 40.2 37.5
輸送量は目標（計画）達
成。収支率は昨年度から
向上。広域利用は減少。

R5.7.24運賃改定を実施。
引き続き沿線市と協力して、利用促進
策に取り組む。

22 志都呂宇布見線 浜松駅 つるが丘入口 山崎 A
旧雄踏町から浜松駅に至る系統であり、通学や
沿線の大型商業施設への買い物の移動手段とし
て利用

計画通り事業は
適切に実施され
た。

B 146.3 164.9 6.2 26.6 80.1 82.8 19.8 19.0

輸送量は目標（計画）達
成。収支率は昨年度から
向上。広域利用はやや
減少。

R5.7.24運賃改定を実施。
引き続き沿線市と協力して、利用促進
策に取り組む。

23 志都呂宇布見線 浜松駅 堀出橋 舞阪駅 A
旧舞阪町の舞阪駅から浜松駅に至る系統であ
り、通学や沿線の大型商業施設への買い物の移
動手段として利用

計画通り事業は
適切に実施され
た。

B 145.9 197.3 6.9 28.6 90.4 95.6 9.9 10.6
輸送量は目標（計画）達
成。収支率は向上。広域
利用も増加。

R5.7.24運賃改定を実施。
引き続き沿線市と協力して、利用促進
策に取り組む。

24 浜名線 浜松駅 篠原小学校 馬郡車庫 A
旧舞阪町から浜松駅に至る系統であり、通学や
通勤手段として利用

計画通り事業は
適切に実施され
た。

B 141.0 178.7 5.9 30.3 76.8 78.3 2.4 8.3
輸送量は目標（計画）達
成。収支率は向上。広域
利用も増加。

R5.7.24運賃改定を実施。
引き続き沿線市と協力して、利用促進
策に取り組む。

25 掛塚さなる台線 浜松駅 芳川 掛塚 ○ A
磐田市（旧竜洋町）から浜松駅に至る系統であ
り、通学や通勤手段として利用

計画通り事業は
適切に実施され
た。

A 100.8 137.7 5.6 24.6 81.8 89.6 21.8 24.6
輸送量は目標（計画）達
成。収支率は向上。広域
利用も増加。

R5.7.24運賃改定を実施。
引き続き沿線市と協力して、利用促進
策に取り組む。

遠州鉄道 同上
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（特記事項を含む）

事業者名 No 系統名 起点 経過地 終点
減価償却
補助

主な利用（維持）目的 実施状況

地域公共交通確保維持改善事業・事業評価（生活交通確保維持改善計画に基づく事業）

協議会名：静岡県生活交通確保対策協議会

評価対象事業名：地域間幹線系統確保維持費国庫補助金

①補助対象事業者等 ②事業概要 ④事業実施の適切性 ⑤目標・効果達成状況

26 三保草薙線 折戸車庫 草薙団地・県立大学前 折戸車庫 A
三保・草薙地区の住民の静岡市立清水病院への
通院、草薙駅及び静岡鉄道狐ヶ崎駅まで通勤利
用、県立大学への通学手段として利用

計画通り事業は
適切に実施され
た。

B 40.4 40.4 4.4 9.2 49.9 46.2 6.5 6.7

輸送量は目標（計画）達
成。収支率は昨年度から
悪化。広域利用はやや
増加。

引き続き沿線市と利用促進策に取り
組む。

27 五十海大住線 清里 西焼津駅 焼津市立病院 A

藤枝市及び焼津市住民による焼津市立総合病
院までの通院、藤枝市民による西焼津駅までの
通勤利用、静岡福祉大学までの通学手段として
利用

計画通り事業は
適切に実施され
た。

B 29.3 26.7 3.0 8.9 45.2 40.4 44.5 42.1
輸送量は目標（計画）未
達。収支率は昨年度から
悪化。広域利用も減少。

引き続き沿線市と利用促進策に取り
組む。

28 焼津岡部線 焼津駅前 － 岡部営業所 A
旧岡部町からＪＲ焼津駅を結ぶ系統であり、通
勤、通学手段として利用

計画通り事業は
適切に実施され
た。

B 46.8 54.0 3.0 18.0 42.3 46.2 64.1 64.7
輸送量は目標（計画）達
成。収支率は昨年度から
向上。広域利用も増加。

引き続き沿線市と利用促進策に取り
組む。

29 藤枝吉永線 藤枝市立総合病院 高洲小学校 飯渕 A
焼津市及び藤枝市住民による藤枝市立総合病
院までの通院、藤枝駅を利用した通勤、大学・高
校までの通学手段として利用

計画通り事業は
適切に実施され
た。

B 41.0 45.3 4.2 10.8 62.7 50.5 33.0 30.9
輸送量は目標（計画）達
成。収支率は昨年度から
向上。広域利用は減少。

引き続き沿線市と利用促進策に取り
組む。

30 島田静波線 島田駅前 － 静波海岸入口 A
榛原総合病院までの通院、島田駅を利用した通
勤、高校への通学手段として利用

計画通り事業は
適切に実施され
た。

B 31.0 23.1 3.5 6.6 41.9 37.3 64.1 62.7
輸送量は目標（計画）未
達。収支率は昨年度から
悪化。広域利用も減少。

引き続き沿線市町と利用促進策に取
り組む。

31 島田静波線 島田市立総合医療センター 島田駅前 静波海岸入口 A
榛原総合病院、島田市立総合医療センターまで
の通院、島田駅を利用した通勤、高校への通学
手段として利用

計画通り事業は
適切に実施され
た。

B 25.2 26.6 3.7 7.2 48.2 38.3 56.9 54.1
輸送量は目標（計画）達
成。収支率は昨年度から
悪化。広域利用も減少。

引き続き沿線市町と利用促進策に取
り組む。

32 藤枝相良線 藤枝駅南口 静波海岸入口 相良営業所 A
榛原総合病院までの通院、藤枝駅を利用した通
勤、沿線の高校への通学手段として利用

計画通り事業は
適切に実施され
た。

B 46.2 55.4 4.2 13.2 38.2 42.1 76.2 75.9
輸送量は目標（計画）達
成。収支率は昨年度から
向上。広域利用は減少。

引き続き沿線市町と利用促進策に取
り組む。

33 菊川浜岡線 菊川駅前 菊川市立総合病院 浜岡営業所 A
菊川市立総合病院までの通院、菊川駅を利用し
た通勤、沿線の高校までの通学手段として利用

計画通り事業は
適切に実施され
た。

B 31.5 38.0 5.0 7.6 48.2 52.9 38.9 37.7
輸送量は目標（計画）達
成。収支率は昨年度から
向上。広域利用は減少。

引き続き沿線市と利用促進策に取り
組む。

34 掛川大東浜岡線 掛川駅前 井崎 浜岡営業所 A
御前崎市（旧浜岡町）から、掛川駅を利用した通
勤、沿線の大学・高校への通学手段として利用

計画通り事業は
適切に実施され
た。

B 24.6 24.6 2.9 8.5 39.8 32.2 56.1 57.7
輸送量は目標（計画）達
成。収支率は昨年度から
悪化。広域利用は増加。

引き続き沿線市と利用促進策に取り
組む。

しずてつ
ｼﾞｬｽﾄﾗｲﾝ

同上
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輸送量 収支率 広域利用率③前回（又は類似事業）の
事業評価結果の反映状況

⑥事業の今後の改善点
（特記事項を含む）

事業者名 No 系統名 起点 経過地 終点
減価償却
補助

主な利用（維持）目的 実施状況

地域公共交通確保維持改善事業・事業評価（生活交通確保維持改善計画に基づく事業）

協議会名：静岡県生活交通確保対策協議会

評価対象事業名：地域間幹線系統確保維持費国庫補助金

①補助対象事業者等 ②事業概要 ④事業実施の適切性 ⑤目標・効果達成状況

35 掛川大東浜岡線 中東遠総合医療センター 掛川駅前・井崎 浜岡営業所 A
御前崎市（旧浜岡町）から、掛川駅を利用した通
勤、沿線の大学・高校への通学のほか、中遠総
合医療センターへの通院手段として利用

計画通り事業は
適切に実施され
た。

A 34.7 37.2 6.0 6.2 66.0 58.9 68.4 68.0

輸送量は目標（計画）達
成。収支率は昨年度から
悪化。広域利用はやや
減少。

引き続き沿線市と利用促進策に取り
組む。

36 掛川大東浜岡線 掛川駅前 井崎 大東支所 A
旧大東町地域から掛川駅を利用した通勤、沿線
の大学・高校への通学手段として利用

計画通り事業は
適切に実施され
た。

B 31.1 31.9 3.9 8.2 49.5 45.7 81.8 82.1
輸送量は目標（計画）達
成。収支率は昨年度から
悪化。広域利用は増加。

引き続き沿線市と利用促進策に取り
組む。

37 御殿場線 御殿場駅 裾野駅入口 三島駅 ○ A
ＪＲ御殿場線と並行し、三島・裾野・御殿場の主要
駅を結ぶ系統。沿線の通勤・通学・通院や買い物
手段として利用

計画通り事業は
適切に実施され
た。

A 11.0 30.0 6.0 5.0 42.9 71.6 45.9 57.0
輸送量は目標（計画）達
成。収支率は昨年度から
向上。広域利用は増加。

R5.10.1運賃改定を実施。
引き続き沿線市と利用促進策に取り
組む。

38 駿河小山線 御殿場駅 一色 駿河小山駅 ○ A
御殿場駅と駿河小山駅を結び、通勤・通学、日中
の買い物手段として利用

計画通り事業は
適切に実施され
た。

A 20.7 31.8 3.7 8.6 52.0 53.4 48.2 67.3
輸送量は目標（計画）達
成。収支率は昨年度から
向上。広域利用は増加。

R5.10.1運賃改定を実施。
引き続き沿線市町と利用促進策に取
り組む。

39 十里木線 御殿場駅 須山 十里木 ○ A
御殿場駅と裾野市十里木地区を結び、通勤・通
学・買い物手段として利用

計画通り事業は
適切に実施され
た。

B 9.2 25.4 3.8 6.7 33.4 47.6 46.7 33.8
輸送量は目標（計画）達
成。収支率は昨年度から
向上。広域利用は減少。

R5.10.1運賃改定を実施。
引き続き沿線市と利用促進策に取り
組む。

40 河口湖線 河口湖駅 旭日丘 御殿場駅 ○ A
御殿場駅と山梨県河口湖を結ぶ広域系統であ
り、御殿場市及び小山町と山梨県富士吉田市と
の間の通勤・通学・通院手段として利用

計画通り事業は
適切に実施され
た。

A 10.5 23.1 7.7 3.0 59.0 79.7 81.2 76.8
輸送量は目標（計画）達
成。収支率は昨年度から
向上。広域利用は減少。

R5.7.1運賃改定を実施。
引き続き沿線市と利用促進策に取り
組む。

41 河口湖線 河口湖駅 膳棚・旭日丘 御殿場駅 A
御殿場駅と山梨県河口湖を結ぶ広域系統であ
り、御殿場市及び小山町と山梨県富士吉田市と
の間の通勤・通学・通院手段として利用

計画通り事業は
適切に実施され
た。

A 35.0 73.2 7.4 9.9 50.0 74.9 88.4 90.3
輸送量は目標（計画）達
成。収支率は昨年度から
向上。広域利用は増加。

R5.7.1運賃改定を実施。
引き続き沿線市と利用促進策に取り
組む。

42 新富士線 富士山駅
精進湖
富士宮駅

新富士駅 A

静岡県と山梨県を結ぶ広域系統であり、地域に
おける一次交通として、越県通学者や県内にお
いては富士宮市と富士市を結ぶ生活の足として
利用。

計画通り事業は
適切に実施され
た。

A 9.9 17.1 5.9 2.9 33.9 51.2 60.7 76.3
輸送量は目標（計画）達
成。収支率は昨年度から
向上。広域利用も増加。

R5.7.1運賃改定を実施。
引き続き沿線市と利用促進策に取り
組む。

富士急
静岡バス

43 曽比奈線 西富士宮駅 赤坂 曽比奈 ○ A
沿線住民の通学や富士脳研病院への通院手段
として利用

計画通り事業は
適切に実施され
た。

A 15.1 16.1 3.3 4.9 63.4 60.3 79.7 82.2
輸送量は目標（計画）達
成。収支率は昨年度から
悪化。広域利用は増加。

R5.10.1運賃改定を実施。
引き続き沿線市と利用促進策に取り
組む。

同上

富士急
モビリティ

富士急バス

しずてつ
ｼﾞｬｽﾄﾗｲﾝ
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輸送量 収支率 広域利用率③前回（又は類似事業）の
事業評価結果の反映状況

⑥事業の今後の改善点
（特記事項を含む）

事業者名 No 系統名 起点 経過地 終点
減価償却
補助

主な利用（維持）目的 実施状況

地域公共交通確保維持改善事業・事業評価（生活交通確保維持改善計画に基づく事業）

協議会名：静岡県生活交通確保対策協議会

評価対象事業名：地域間幹線系統確保維持費国庫補助金

①補助対象事業者等 ②事業概要 ④事業実施の適切性 ⑤目標・効果達成状況

44 大渕線 富士駅 吉原中央駅・中野 富士宮駅 ○ A
吉原中央駅（バスターミナル）や富士宮駅を利用
した通勤・通学手段として利用

計画通り事業は
適切に実施され
た。

A 15.5 16.7 5.4 3.1 81.5 79.3 48.2 43.5
輸送量は目標（計画）達
成。収支率は昨年度から
悪化。広域利用も減少。

R5.10.1運賃改定を実施。
沿線市で利便増進計画を策定（R5.2）

45 大月線 吉原中央駅 峰畑 富士宮駅 ○ A
富士宮市と富士市を結ぶ系統であり、通学や買
い物手段として利用

計画通り事業は
適切に実施され
た。

A 83.5 85.1 4.3 19.8 88.1 80.0 57.8 57.7

輸送量は目標（計画）達
成。収支率は昨年度から
悪化。広域利用はやや
減少。

R5.10.1運賃改定を実施。
引き続き沿線市と利用促進策に取り
組む。

46 大月線 新富士駅
吉原中央駅・富
士宮駅

富士山世界遺産センター ○ A
富士宮市と富士市を結ぶ系統であり、圏内の通
学、通勤のほか、新富士駅（新幹線）での乗り換
えとして利用

計画通り事業は
適切に実施され
た。

A 15.3 17.4 5.8 3.0 92.4 93.1 40.0 54.7
輸送量は目標（計画）達
成。収支率は昨年度から
向上。広域利用は増加。

R5.10.1運賃改定を実施。
引き続き沿線市と利用促進策に取り
組む。

47 駿河平線 三島駅
長泉なめり駅
がんセンター

駿河平 ○ B
駿河平地区から三島駅に至る系統であり、通勤・
通学・通院手段として利用

概ね計画通り事
業は実施され
た。

A 37.3 45.9 5.6 8.2 75.0 77.7 45.0 46.0
輸送量は目標（計画）達
成。収支率は昨年度から
向上。広域利用も増加。

R5.10.1運賃改定を実施。
路線の経路変更を実施。引き続き沿
線市町と利用促進策に取り組む。

48 須山線 三島駅 御宿・呼子団地入口 須山 ○ B
裾野市（須山地区）から三島駅を利用した通勤・
通学、日中は高齢者の通院等の手段として利用

概ね計画通り事
業は実施され
た。

B 34.0 34.8 4.2 8.3 47.8 47.6 38.0 37.0
輸送量は目標（計画）達
成。収支率は昨年度から
悪化。広域利用も減少。

R5.10.1運賃改定を実施。
路線再編等の見直しを実施。
引き続き沿線市町と利用促進策に取
り組む。

49 原線 沼津駅 片浜駅・原駅 東田子の浦駅 ○ B
沼津市内、桃里地区、一本松地区からの小学校
への通学、沼津駅、片浜駅、原駅、東田子の浦
駅を利用した通勤・通学手段として利用

概ね計画通り事
業は実施され
た。

B 19.1 31.9 4.5 7.1 57.4 59.4 5.0 6.0
輸送量は目標（計画）達
成。収支率は昨年度から
向上。広域利用も増加。

R5.10.1運賃改定を実施。
沿線市で利便増進計画を策定し、見
直しを実施。引き続き沿線市と利用促
進策に取り組む。

50 桜堤線 三島駅   三島駅北口・桜堤 裾野駅 ○ B
三島駅から裾野駅に至る系統で通勤、通学、買
い物等の手段として利用

概ね計画通り事
業は実施され
た。

B 45.5 54.9 4.5 12.2 69.9 68.9 93.0 93.0

輸送量は目標（計画）達
成。収支率は昨年度から
悪化。広域利用は横ば
い。

R5.10.1運賃改定を実施。
引き続き沿線市町と利用促進策に取
り組む。

51 がんセンター線 沼津駅 北小林 がんセンター A
沼津駅から静岡がんセンターに至る系統でがん
センターへの通院、沿線の学校への通学や沼津
駅方面への通勤手段として利用

計画通り事業は
適切に実施され
た。

A 20.0 26.4 5.4 4.9 70.1 81.5 31.0 31.0

輸送量は目標（計画）達
成。収支率は昨年度から
向上。広域利用は横ば
い。

R5.10.1運賃改定を実施。
引き続き沿線市町と利用促進策に取
り組む。

52 がんセンター線 三島駅 長泉なめり駅 がんセンター B
三島駅から静岡がんセンターに至る系統でがん
センターへの通院、沿線の学校への通学や沼津
駅方面への通勤手段として利用

概ね計画通り事
業は実施され
た。

A 37.8 58.5 4.8 12.2 84.8 88.0 79.0 59.0
輸送量は目標（計画）達
成。収支率は昨年度から
向上。広域利用は減少。

R5.10.1運賃改定を実施。
引き続き沿線市町と利用促進策に取
り組む。

同上

富士急
静岡バス

富士急
シティバス



（別添１）

令和6年2月3日

R5
実績

平均乗
車密度

運行
回数

a*b a b

評
価

分析
R5
計画

R4
実績

R5
実績

R4
実績

R5
実績

輸送量 収支率 広域利用率③前回（又は類似事業）の
事業評価結果の反映状況

⑥事業の今後の改善点
（特記事項を含む）

事業者名 No 系統名 起点 経過地 終点
減価償却
補助

主な利用（維持）目的 実施状況

地域公共交通確保維持改善事業・事業評価（生活交通確保維持改善計画に基づく事業）

協議会名：静岡県生活交通確保対策協議会

評価対象事業名：地域間幹線系統確保維持費国庫補助金

①補助対象事業者等 ②事業概要 ④事業実施の適切性 ⑤目標・効果達成状況

53 大場函南線 大場駅 八ツ溝 函南駅 ○ A
伊豆箱根鉄道大場駅とＪＲ函南駅の鉄道駅が起
終点となり、両駅から沿線の自宅や商業施設へ
の通勤、買い物等の手段として利用

計画通り事業は
適切に実施され
た。

B 11.6 15.9 1.5 10.6 34.7 40.8 52.0 56.2
輸送量は目標（計画）達
成。収支率は昨年度から
向上。広域利用は増加。

R4.10.1運賃改定を実施。
利用者の減少によりR6.3退出予定。

54 沼津大岡三島線 沼津駅 市立高校前・上石田 三島駅 A
沼津駅と三島駅を結ぶ系統で沿線の高校や病院
への通学、通院手段として利用

計画通り事業は
適切に実施され
た。

A 107.5 135.6 6.0 22.6 94.4 102.2 60.5 57.6
輸送量は目標（計画）達
成。収支率は昨年度から
向上。広域利用は減少。

R4.10.1運賃改定を実施。
引き続き沿線市町と利用促進策に取
り組む。

55 長岡伊豆三津シーパラダイス線 長岡駅 温泉駅・宗徳寺前 伊豆三津シーパラダイス A

伊豆箱根鉄道長岡駅から沼津市内浦・三津地区
に至る系統で沼津市から長岡駅方面への通学や
病院への通院手段として利用。伊豆三津シーパ
ラダイスへの観光利用も見られる。

計画通り事業は
適切に実施され
た。

A 74.3 76.1 4.4 17.3 68.4 78.8 28.0 31.5
輸送量は目標（計画）達
成。収支率は昨年度から
向上。広域利用も増加。

R4.10.1運賃改定を実施。
引き続き沿線市と利用促進策に取り
組む。

56 沼津静浦長岡線 沼津駅 長塚温泉湯本 長岡駅 A
沼津駅から伊豆箱根鉄道長岡駅に至る系統で、
沿線の小中学校や病院などへの通学・通勤、通
院手段として利用

計画通り事業は
適切に実施され
た。

A 133.8 149.4 6.2 24.1 - 89.4 - 17.1
輸送量は目標（計画）達
成。

R4.10.1運賃改定を実施。
引き続き沿線市と利用促進策に取り
組む。

57 石廊崎線 下田駅 休暇村 石廊崎オーシャンパーク ○ A
伊豆急下田駅と石廊崎を結ぶ系統で、南伊豆町
からの通学・通院手段として利用

計画通り事業は
適切に実施され
た。

Ａ 27.0 48.0 3.2 15.0 32.2 48.5 45.9 59.1
輸送量は目標（計画）達
成。収支率は昨年度から
向上。広域利用も増加。

R5.12.1運賃改定を実施。
引き続き沿線市町と利用促進策に取
り組む。

58 天城峠線 修善寺駅 天城峠 河津駅 ○ Ａ
伊豆急行河津駅から旧天城湯ヶ島町を経由して
修善寺駅に至る系統で、通学、通院、買い物の
足として利用

計画通り事業は
適切に実施され
た。

Ａ 16.0 39.0 3.9 10.0 37.9 49.2 26.5 40.4
輸送量は目標（計画）達
成。収支率は昨年度から
向上。広域利用も増加。

R5.4.1利用実態に即し経路を変更
R5.12.1運賃改定を実施。
引き続き沿線市町と利用促進策に取
り組む。

59 戸田線 修善寺駅 虹の郷 戸田 ○ A
伊豆箱根鉄道修善寺駅と鉄道のない戸田地区を
結ぶ系統であり、通勤・通学・通院手段として利
用

計画通り事業は
適切に実施され
た。

Ａ 18.2 26.6 3.8 7.0 52.8 51.5 68.6 41.1
輸送量は目標（計画）達
成。収支率は昨年度から
悪化。広域利用も減少。

R5.12.1運賃改定を実施。
引き続き沿線市と利用促進策に取り
組む。

60 西海岸線 修善寺駅 土肥温泉 松崎 ○ A

伊豆箱根鉄道修善寺駅から西伊豆方面に至る
系統で、沿線の高校へや修善寺駅方面の通学、
通院手段として利用。西伊豆地区は鉄道がない
エリアであり、観光利用も見られる。

計画通り事業は
適切に実施され
た。

Ａ 43.5 54.4 4.0 13.6 42.7 45.9 77.5 66.6
輸送量は目標（計画）達
成。収支率は昨年度から
向上。広域利用は減少。

R5.4.1利用実態に即し経路を変更。
R5.12.1運賃改定を実施。
引き続き沿線市町と利用促進策に取
り組む。

61 バサラ峠線 下田駅 バサラ峠 堂ヶ島 ○ A

伊豆急下田駅から西伊豆方面に至る系統で、沿
線の高校へや下田駅方面の通学、通院手段とし
て利用。西伊豆地区は鉄道がないエリアであり、
観光利用も見られる。

計画通り事業は
適切に実施され
た。

A 40.9 44.6 3.6 12.4 48.6 48.6 55.9 54.2
輸送量は目標（計画）達
成。収支率は横ばい。広
域利用は減少。

R5.4.1通学利便性を考慮し運行本数を
適正化。
R5.12.1運賃改定を実施。
引き続き沿線市町と利用促進策に取
り組む。

東海バス

同上

伊豆箱根
バス



（別添１）

令和6年2月3日
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輸送量 収支率 広域利用率③前回（又は類似事業）の
事業評価結果の反映状況

⑥事業の今後の改善点
（特記事項を含む）

事業者名 No 系統名 起点 経過地 終点
減価償却
補助

主な利用（維持）目的 実施状況

地域公共交通確保維持改善事業・事業評価（生活交通確保維持改善計画に基づく事業）

協議会名：静岡県生活交通確保対策協議会

評価対象事業名：地域間幹線系統確保維持費国庫補助金

①補助対象事業者等 ②事業概要 ④事業実施の適切性 ⑤目標・効果達成状況

東海バス 62 バサラ峠線 下田駅 バサラ峠 宇久須 ○ A

伊豆急下田駅から西伊豆方面に至る系統で、沿
線の高校へや下田駅方面の通学、通院手段とし
て利用。西伊豆地区は鉄道がないエリアであり、
観光利用も見られる。

計画通り事業は
適切に実施され
た。

A 19.0 26.2 6.9 3.8 67.4 92.8 79.3 75.0
輸送量は目標（計画）達
成。収支率は向上。広域
利用は減少。

R5.4.1通学利便性を考慮し運行本数を
適正化。
R5.12.1運賃改定を実施。
引き続き沿線市町と利用促進策に取
り組む。

水窪タクシー 63 北遠本線 水窪町 西渡・横山車庫・山東 西鹿島駅 A

旧北遠4市町村（天竜・龍山・佐久間・水窪）を結
ぶ唯一の公共交通。西鹿島で市中心部へ向かう
遠州鉄道西鹿島駅と接続。通勤・通学手段として
利用

計画通り事業は
適切に実施され
た。

B 3.9 4.4 1.1 4.0 9.3 10.1 5.0 5.0

輸送量は目標（計画）達
成。収支率は昨年度から
向上。広域利用は横ば
い。

市の自主運行バスとして運行されてい
る。引き続き沿線市と利用促進策に取
り組む。

同上



（別添１－２）

令和6年1月19日

協議会名：

評価対象事業名：

地域の交通の目指す姿
（事業実施の目的・必要性）

事業実施と生活交通確保維持改善計画との関連について

静岡県生活交通確保対策協議会

地域公共交通確保維持事業（地域間幹線系統確保維持費国庫補助金）

・「美しい“ふじのくに”インフラビジョン」に基づき、「活発な経済活動と快適な交流を支える交通ネットワーク」の構築を目指す。
・地域住民の移動手段の実態や地域の特性に応じた多様な交通手段について役割分担を考え、実情に応じた公共交通の
  ネットワーク形成を推進する。
・地域公共交通に係るデータの「見える化」を推進する。
・住民・交通事業者・行政が連携し、地域公共交通を「考え」「つくり」「守り」「育てる」意識を醸成する。


